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議案第６号

鳥取県児童福祉施設に関する条例及び鳥取県認定こども園に関する条例の一部を改正す

る条例

　次のとおり鳥取県児童福祉施設に関する条例及び鳥取県認定こども園に関する条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第96条第１項の規定により、本議会の議決を求める。

　　令和元年９月12日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治

　　　鳥取県児童福祉施設に関する条例及び鳥取県認定こども園に関する条例の一部を改正する条例

（鳥取県児童福祉施設に関する条例の一部改正）

第１条　鳥取県児童福祉施設に関する条例（平成24年鳥取県条例第79号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。
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改　　　　　　　正　　　　　　　後 改　　　　　　　正　　　　　　　前

　　　附　則

（施行期日）

１　略

（保育所の職員配置に係る特例）

２　略

３　保育所に置く保育士の数は、別表第４職員の配置の項第２号

の規定にかかわらず、令和２年３月31日までの間、２人を下回

ることができる。この場合において、必要な保育士が１人とな

るときは、当該保育士に加えて、知事が保育士と同等の知識及

び経験を有すると認める者を置かなければならない。

４　別表第４職員の配置の項第２号の規定の適用については、令

和２年３月31日までの間、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は

養護教諭の普通免許状を有する者を保育士とみなすことができ

る。

５　１日につき８時間を超えて開所する保育所において、開所時

間を通じて必要となる保育士の総数が、当該保育所の利用定員

に応じて置かなければならない保育士の数を超えるときは、別

　　　附　則

（施行期日）

１　略

（保育所の職員配置に係る特例）

２　略

３　保育所に置く保育士の数は、別表第４職員の配置の項第２号

の規定にかかわらず、令和７年３月31日までの間、２人を下回

ることができる。この場合において、必要な保育士が１人とな

るときは、当該保育士に加えて、知事が保育士と同等の知識及

び経験を有すると認める者を置かなければならない。

４　別表第４職員の配置の項第２号の規定の適用については、令

和７年３月31日までの間、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は

養護教諭の普通免許状を有する者を保育士とみなすことができ

る。

５　１日につき８時間を超えて開所する保育所において、開所時

間を通じて必要となる保育士の総数が、当該保育所の利用定員

に応じて置かなければならない保育士の数を超えるときは、別
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表第４職員の配置の項第２号の規定の適用については、令和２

年３月31日までの間、知事が保育士と同等の知識及び経験を有

すると認める者を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数

から利用定員に応じて置かなければならない保育士の数を差し

引いて得た数の範囲内で、保育士とみなすことができる。

６・７　略

（経過措置）

８・９　略

表第４職員の配置の項第２号の規定の適用については、令和７

年３月31日までの間、知事が保育士と同等の知識及び経験を有

すると認める者を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数

から利用定員に応じて置かなければならない保育士の数を差し

引いて得た数の範囲内で、保育士とみなすことができる。

６・７　略

（経過措置）

８・９　略

（鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正）

第２条　鳥取県認定こども園に関する条例（平成26年鳥取県条例第43号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改　　　　　　　正　　　　　　　後 改　　　　　　　正　　　　　　　前

　　　附　則

（認定こども園の職員配置に係る特例）

　　　附　則

（認定こども園の職員配置に係る特例）
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第４条　別表第１職員配置の項第３号及び別表第２職員配置の項

第３号の規定の適用については、これらの規定の表の左欄に掲

げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める人数を合計した数

が一を超えない場合には、令和２年３月31日までの間、認定

こども園に置かなければならない教育又は保育に従事する職員

（以下この条、附則第６条及び第７条において「配置義務職員」

という。）のうち１人は、知事が配置義務職員と同等の知識及

び経験を有すると認める者をもって代えることができる。

第５条　別表第１職員配置の項第５号の規定により満３歳未満の

子どもの保育に従事する職員として幼保連携型認定こども園以

外の認定こども園に置かなければならない保育士の資格を有す

る者については、令和２年３月31日までの間、幼稚園の教員の

免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の普通免許状を有する

者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭として従

事している者を除く。次項及び第３項において同じ。）をもっ

て代えることができる。

２　別表第１職員配置の項第６号の規定により満３歳以上の子ど

もの教育又は保育に従事する職員として幼保連携型認定こども

第４条　別表第１職員配置の項第３号及び別表第２職員配置の項

第３号の規定の適用については、これらの規定の表の左欄に掲

げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める人数を合計した数

が一を超えない場合には、令和７年３月31日までの間、認定

こども園に置かなければならない教育又は保育に従事する職員

（以下この条、附則第６条及び第７条において「配置義務職員」

という。）のうち１人は、知事が配置義務職員と同等の知識及

び経験を有すると認める者をもって代えることができる。

第５条　別表第１職員配置の項第５号の規定により満３歳未満の

子どもの保育に従事する職員として幼保連携型認定こども園以

外の認定こども園に置かなければならない保育士の資格を有す

る者については、令和７年３月31日までの間、幼稚園の教員の

免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の普通免許状を有する

者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭として従

事している者を除く。次項及び第３項において同じ。）をもっ

て代えることができる。

２　別表第１職員配置の項第６号の規定により満３歳以上の子ど

もの教育又は保育に従事する職員として幼保連携型認定こども
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園以外の認定こども園に置かなければならない幼稚園の教員の

免許状又は保育士の資格を有する者については、令和２年３月

31日までの間、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する

者をもって代えることができる。

３　別表第２職員配置の項第３号の規定により教育又は保育に従

事する職員として幼保連携型認定こども園に置かなければなら

ない幼稚園の教員の免許状及び保育士の資格を併せて有する者

については、令和２年３月31日までの間、小学校教諭又は養護

教諭の普通免許状を有する者をもって代えることができる。

４　略

第６条　１日につき８時間を超えて開所する認定こども園におい

て、開所時間を通じて必要となる職員の総数が、利用定員に応

じて置かなければならない職員の人数を超える場合における配

置義務職員については、令和２年３月31日までの間、開所時

間を通じて必要となる職員の総数から、利用定員に応じて置か

なければならない職員の数を差し引いて得た数の範囲内で、知

事が配置義務職員と同等の知識及び経験を有すると認める者を

もって代えることができる。この場合において、当該者は補助

園以外の認定こども園に置かなければならない幼稚園の教員の

免許状又は保育士の資格を有する者については、令和７年３月

31日までの間、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する

者をもって代えることができる。

３　別表第２職員配置の項第３号の規定により教育又は保育に従

事する職員として幼保連携型認定こども園に置かなければなら

ない幼稚園の教員の免許状及び保育士の資格を併せて有する者

については、令和７年３月31日までの間、小学校教諭又は養護

教諭の普通免許状を有する者をもって代えることができる。

４　略

第６条　１日につき８時間を超えて開所する認定こども園におい

て、開所時間を通じて必要となる職員の総数が、利用定員に応

じて置かなければならない職員の人数を超える場合における配

置義務職員については、令和７年３月31日までの間、開所時

間を通じて必要となる職員の総数から、利用定員に応じて置か

なければならない職員の数を差し引いて得た数の範囲内で、知

事が配置義務職員と同等の知識及び経験を有すると認める者を

もって代えることができる。この場合において、当該者は補助



─
 53 ─

A

者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事し

てはならない。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事し

てはならない。


